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World，　Almoqvist＆Wiksell　In　ternatioal，Stockholm／Sweden，1982，同
　著は、直接的には、その副題が表示するように、主として第2次世界大戦中
　のスウェーデンが、国策・国益上採択した中立維持政策の下での同国の経済
　的な諸問題をテーマとしている。この大戦中に同国が、如何に巧みに戦時状
　況を利用或いはそれに適応しながら、戦後、早急に経済発展を遂げるための
　基礎を築いていったかということは、広く知られるところである。とはいえ
　このような適応性は、この時期の問題に限定されない。同国の近代的な工業
　化過程において、その推進力の一つである技術革新について、次節でみるよ
　うに、例えば、諸外国で発明・開発された科学技術の遺産を同国が、自国の
　経済・社会・自然的な諸条件の下で、自国に適用可能なように修正し、更に
　それを改良していったかということを想起すれば、「適応」は、同国の伝統的
　な国民性の一つであると言えるであろう。
（9）　Lars　Engwall（red），s．22．
（10）　Lars　Engwall（red），s．25．
（ll）　Lars　Engwall（red），s．24．
⑫　かれの自殺事件に象徴されるような当時の同国の経済社会の状況につい
　ては、同時代に関する経済史・国民史・その他の歴史関連の諸文献は、程度
　の差と力点及び視角の相違はあっても、大抵、触れている。とはいえ本稿を
　執筆する上で最も有益で体系的な文献は、Karl－Gustaf　Hildebrand，　Expan・
　sion　Crisis　Reconstruction　1917－1939，　Liber　F6rlag，1985，　Part　II．The
　Kreugr　peroid，　pp．63－240．であった。
㈱　スウェーデンがこのような政策策定には、ストックホルム学派と言われる
　人々とりわけその巨匠の一人であD、1930年代の社民党政枚のブレインとし
　てその政策策定に尽力したG．Myrdalが、その主著の一つで導入したかの
　ex－ante－ex－postの概念が、スウェーデンの商業技術論／企業経済学の形成
　の諸契機の一つとして利用されたことは、本稿の第2節との関係で注目に価
　する。
（14）Eva　Wallenstedt，　Oskar　Sill6n，　Uppsala，1989，s．32．
㈲　Utarbetad　av　Sven　Sternberg，　Merkanfδrbundets　Normalkontorplan，
　Sveriges　Mekanf6rbund（inkl．Bilagor　med　bokf6ringsexempel），Stock・
　holm，1947，この運動は、スウェーデンでは第2次世界大戦後の新しい状況
　の下でいわゆる管理会計的な情報システム論を更に展開する起点の一つと
　なった。同国のこの領域での最新の成果の一つは、ストックホルム商科大学
　のLas　A　Samuelsonの意欲的な著作の一つ「会計情報諸モデル、スウェー
　デンの事例」（Models　of　Accounting　Information　Systems，The　Swedish
35
　Case，　Studentlittertur，1900．）であろう。
（16）この問題については別稿を予定しているが、Sune　Kellgrenの著作「景気
　循環的な投資準備金とそれらの会計技術的な問題」（Om　Konjunkturinves－
　terings　Fonder　och　Deras　Redovisningstekniska　Problem，
　Hanelsh6gskolans　i　G6teborg　Skpriftserie，　Nr．7，1959）やSvenErik　Jo－
　hansson／Hans　Edenhammarの共著「投資準備金の収益性」（lnvestering－
　fonds16nsamhet，　EFI　，　Norstedts，1968）などは、この領域の問題を取り扱
　った代表作である。
（17）この問題についても投資準備金の問題と併せた形で、別稿を予定している
　が、例えば、Nils　Vasthagenの著作「自由償却：1938－1951、第1部、産業」
　（De　fria　avskrivningarna，1938－1951，F6sta　delen，　Industrin，1953）「同、
　第2部、船舶」（Andra　delen，　Rederierna，　EFI．，Lund，1956），Gerhard
　G．Mueller，　Accounting　Practices　in　Sweden，　Internatial　Business
　Series，　No．2。，　University　of　Washington，1962，　pp．16－17．，Gustaf
　Hedborgの著作「減価償却法等の限定」（Den　begransade　avskrivningsr
　atten　m．m．，Norstedts，　Stockholm，．1952）などは、この種の領域の代表
　的な著作である。
（3）　「イェテボリィェ商科大学」の設立とその後の動向
　スウェーデンの高等商業教育・研究機関の制度的な整備にとって、上
記のストックホルム商科大学の設立とその後の動向と並んで、次節以下
とりわけ第3節との関係で、若干、注目しておきたいのは、伝統的に港
湾・貿易都市として発達してきたスウェーデン西部に所在するイェテボ
リィェにおける商科大学の設立とその後の動向である。
　スウェーデンの商業技術論／企業経済学の形成したがってまたその一
環としての会計学の形成の基本的な動向を大まかに把握しようとする場
合、それは、上記のストックホルム商科大学の設立の経緯とその後の動
向を辿るだけでも、さほどの誤りをおかすことにはならないであろう。
とはいえ、本稿の第3節で問題とするように、同国の会計学の形成の主
要な担い手が、ストックホルム商科大学でこの領域の教育・研究の形成
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を支えてきたO．Sill6nとイェテボリィエ商科大学のA．　ter　Vehnであ
ったという事実を想起するとき、ここでイェテボリィェ商科大学の設立
とその後の動向を極く簡単に顧みることは、それなりの意味があるであ
ろう。そのためここでは、スウェーデンにおいて商業技術論／企業経済
学の教育・研究について、両大学以外の教育・研究機関が着手・形成し
てきた教育・研究の動向は、殆ど考慮外におく。この領域の教育・研究
上先導的な役割を果たしたストックホルム商科大学に対して、イェテボ
リィェ商科大学は、後発大学として、時期的にその設立も、ストックホ
ルム大学のそれよりも、およそ10年程度遅れた。そのため両大学が設立
された当時のスウェーデンの経済社会の一般的な動向も、決して同一で
はなかった。ストックホルム商科大学の設立期のそれは、委細は別とし
て、総体的にはスウェーデンが近代的な工業化の過程を一先ず経過し、
対外的には産業の特化などを通じて国際競争が可能となる基礎を固めな
がら、新しい状況下の国際市場への参入の途を模索しつつある時期であ
り、対内的には、例えば1909年のゼネストに象徴されるように、近代的
工業化過程の進展に必随する様々な経済的・政治的・社会的な諸問題の
処理に苦渋するようになった時期であった。しかも同国は、一般には、
第1次世界大戦で中立政策を維持し、その結果として国富の蓄積を推進
したと言われているが、事実は、必ずしもそうではなかった。例えば1920
年代前半の救貧法的な失業対策の施行にみるように、その経済動向は、
当時の国際経済的な諸条件と連動しながら、決して順風に吹かれていた
わけではなかった。これに対してイェテボリィェ商科大学の設立期のそ
れは、もとより基本的にはストックホルム商科大学の設立期以来の動向
と外見的には格段の差があったわけではないが、それでも第1次世界大
戦後の戦後処理を経ていわゆる相対的な安定期を迎える時期（組織化さ
れた資本主義への移行期の準備段階）のそれとして、ストックホルム商科
大学の設立当時の状態とは、相違していた。とりわけ20世紀初頭頃より
スウェーデンは、第1次世界大戦後の傾向的な不況の下で産業合理化運
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動に着手し、その下で、益々、特化される幾つかの種類の工業製品の輸
出による貿易立国として、その地位を確立・強化していった。そしてこ
の合理化運動は、1930年代には、もとより1920年代中葉頃に開始したそ
れとは、質的・量的に相違するものであったが、一層進展した。とはい
え同国の経済社会の基本的な動向は、遅れて到来した1929年の世界恐慌
の余波が同国にも打撃を与え、イギリスに追従して、いち早く金本位制
を離脱（1931年）して、いわゆる組織化・計画化・管理化された資本主義
国として本格的な第一歩を踏みだすまで、経済社会の枠組の構造的な変
革を伴うことはなかった。そのためここでは、イェテボリィェ商科大学
の設立時の経済的・政治的・社会的な諸条件も捨象する。このことによ
って両大学が所在していた、ストックホルムとイェテボリィェという両
都市の経済地理的な諸条件も、無視されることになるが、それもまた、
本稿の趣旨との関連では、許容してもよいであろう。ここでイェテボリ
ィェ商科大学の設立とその後の動向を顧みるのは、主として本稿の第3
節で触れるAlbert　ter　Vehnが、長期にわたって同大学の商業技術論／
企業経済学の教育・研究の主たる担い手として、とりわけ産業合理化運
動の一環としての実際原価計算の標準化問題に関する教育・研究を推進
したこと、そしてそれは、この領域に関するスウェーデンのその後の発
展に多大に寄与することになったからである。
　イェテボリィェ商科大学は、20世紀初期に開始したストックホルム商
科大学の設立準備運動に呼応して、同市の卸売商Axe1　Carlanderが、既
に1906年に、同市の市議会の議長として、イェテボリィェ商科大学の設
立に関する議案を議会に提案したことに始まる。
　この提案に先立って1901年にAugust　R6hssは、当時のイェテボリィ
ェに既存していた「イェテボリィェ単科大学」（G6teborgs　H6gskola）
に、場合によっては新たに3つの教授職を設置し、同市の高等商業教育・
研究のために協力することを目的として、寄附金を提供する用意のある
ことを表明していた。Axel　Carlanderは、1906年の議会に議長としてイ
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エテボリィェ商科大学設立の議案を提案するに当たって、この寄附金問
題を引き合いにだし、かれの議案に対する議会の賛同を求めた。とはい
え議会は、この議案を否決した。その理由は、既にストックホルム商科
大学が設立準備に向けて行動していること、そのため同市が必要とする
高等商業教育・研究機関による人材の育成は、さしあたリストックホル
ム商科大学に委ねるということであった。それでも同市の市議会は、
Axel　Calanderの議案の否決後も、同市における高等商業教育・研究機
関の設置の可能1生を探り、そのため「調査委員会」（utredningskommitt－
6e）を設置した。1910年にこの調査委貝会は、既にイェテボリィェ周辺を
中心とした商業活動に従事している有能な若者のために、いわゆる「高
等商業課程」（handelsh6gskolekurser）と呼ばれる高等商業・教育制度を
導入する提案をした。同時にこの調査委員会は、港湾・貿易都市として
の同市のより古い歴史を念頭において、領事及び領事館員の教育の改善
という問題も討議し、イェテボリィェの高等商業教育・研究は、ストッ
クホルム商科大学の設立準備過程で棚上げされてしまったこれらの人々
の教育も引き受けるべきであることを主張した。そして1914年に調査委
員会による高等商業課程に関する提案は、領事Johan　Ekmanの財政的
援助（寄附金）によって、部分的ではあるが、実施に移してもよいことを
ようやく承認された。この承認によって高等商業課程は、1915年秋期よ
りさしあたり夜間課程として出発とした。そしてこの高等商業課程は、
当初企画されたイェテボリィェ商科大学設立案を、将来、国家が正式に
承認し、同大学の設立が可能となった場合には、同大学の固有な教育・
研究の領域の一環として、組み込まれる筈となっていた。このような紆
余曲折の過程を経て念願のイェテボリィェ商科大学が設立されたのは、
1920年であった。これに伴って上記の高等商業課程は、予定通り、その
まま同大学に吸収され、1923年まで存続した。
　イェテボリィェ商科大学は、ストックホルム商科大学と同様に、設立
当初は、私立大学として出発した。同大学への入学志願者数は、さしあ
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たり設立以前に期待されていた程には多数ではなかった。とはいえ時代
と共に志願者数は、増加傾向を辿った。そのため同大学は、1939年に、
ストックホルム商科大学の場合と同様に、定員制を導入したcLl）。同大学
は、この定員制を、慢性的な教室不足という問題が校舎の新築によって
暫定的に解決する1952年まで維持した。しかも同大学の設立・運営の基
金は、設立当初より、年々上昇する財政的な需要を賄うには潤沢ではな
く、不断に赤字に見舞われた。そのため同大学は、1953年に予算と人事
の決定権を国家に委譲し、1961年に最終的に国立大学として、その管理・
運営を国家の管轄に委ねるようになったω
cf。1）イェテボリィェ商科大学の学生数は、例えば、1923年より24年の学期には
11名、1924年より1925年の学期には9名、1933年には100名であった。（F6retag－
sekonomisrδtter．，s．25．）
　イェテボリィェ商科大学は、その設立に当たって同大学の教育・研究
の目標とその方向性を、基本的にはストックホルム商科大学のそれとほ
ぼ同一な目標・方向性に求めた。即ちぢ同大学は、ストックホルム商科
大学と同様に、産業指向的なものを教育・研究の基本的な理念としつつ、
高度に専門化された実践的な教育・研究機関として存立することを求め
た。もとより両大学が、このような教育・研究の基本的な理念に沿って
行う教育・研究の具体的・直接的な狙いは、相互に、若干、相違してい
た。ストックホルム商科大学の場合それは、その創設者M．Wallenberg
が財閥銀行の重役であることから、工業生産及び銀行制度に関する高等
教育・研究機関として存立することに力点をおいたのに対して、イェテ
ボリィェ商科大学の場合それは、港湾・貿易都市の卸売業者によること
からスウェーデンにおける将来の商人達が、同国の商業界の中で指導的
な役割を果たし指導的な地位を占めることが可能となるような教育・研
究機関として存立することに照準を定めた。
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　とはいえイェテボリィェ商科大学は、その設立当初、さしあたりスト
ックホルム商科大学のカリキュラムをモデルとして、教育期間2年間、
教育・研究領域を主として統計学を含む国民経済学、経済地理、商業技
術論、法律学、語学としたcf・2）。同大学の設立当初のカリキュラムの委細
は、定かではないが、少なくても設立後およそ10年程度経過した1929－
1930年の学期には、商業技術論／企業経済学の教育・研究に関するかぎ
り、それは、営業管理技術論（affarsf6rvaltnigs　teknik）と営業取引技術
論（affarstransaktionernas　teknik）という二つの領域に区分されてい
た。会計学関連科目は、前者の領域に属する科目の一つであった（3）。
cf．2）イェテボリィェ商科大学がこの頃に商業技術論／企業経済学の教育・研
究対象としたこの二つの領域即ち営業管理技術論と営業取引技術論は、概略、
各々、次のような科目を含んでいた。
　営業管理技術論：企業会計学（f6retagets　rakenskapsvasen）一簿記論及び
貸借対照表論（bokf6rins－och　balanslara）・実際原価計算及び記帳事務機構
（sjalvkostnadsberakning　och　bokf6rinsarbetets　organisation）、価格政策
（prispolitik）、財務技術論（finasieringsteknik）、その他の組織問題（6vriga
organisationsproblem）等。
　営業取引技術論：購買契約論（laran　om　k6peavtalet）（特に国際取引）、支払
手段論及び支払方法論（laran　om　betalningsmedel　och　betalningsmetoder）、
外国為替取引業務技術論（laran　om　arbitrageffarernas　teknik）、商品取引一
及び株式取引論（laran　om　varu－och　fondb6rsera）、商品取引業務に関するそ
の他の諸機関論（laran　om　andra　institutioner　i　varu　handels　tjanst）等。
（F6retagsekonminsr6tter，　s．22．）
　イェテボリィェ商科大学の設立当初、さしあたり商業技術論／企業経
済学を担当したのは、当時、「マンハイム商科大学」（Handelsskolan　i
Mannheim）の教授であったWalter　Mahlbergであった。次いで1926年
にその地位を継承したのは、本稿の第3節でその役割を概観するAlbert
ter　Vehnであった。ドイツで生誕したかれは、　W．　Mahlbergの門下生
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として、フランフルト大学の博士号取得者であり、当時、「ニュルンベル
グ商科大学」（Handelshδgskolan　i　NUrnberg）の助教授に就任してい
た（4）。かれは、イェテボリィェ商科大学に教授として招聰されて以来、
1949年までそこに留まった。本稿の第3節でみるように、かれの教育・
研究の領域は、比較的多面にわたったが、かれの名声を最も高めたのは、
かのスウェーデンにおける産業合理化運動の一環として開始した実際原
価計算の標準化問題への関与であった。W．　MarhbergもA，　ter　Vehn
も、ストックホルム商科大学の商業技術論／企業経済学の最初の教授と
して就任したE．Walb及びその地位を継承したO．Sill6nと共に、　E．
Schmalenbachの門下生であり、この領域におけるドイツの教育・研究の
風土の中で育成され、その遺産を継承していた⑤。
　ストックホルム商科大学が、設立当初よりおよそ20年間経過した頃、
その教育・研究機関としてその内容を充実・拡大したいったのに対応し
て、イェテボリィエ商科大学でもまた一連の制度的改革と拡大に向かっ
た（6）。
　イェテボリィェ商科大学は、商業技術論／企業経済学の教育・研究の
教授を、当初より、客員教員を除いて、自らの裁量で賄うことができた。
同大学は、1930年代の中葉に助教授1名をこの領域の教育・研究の担当
者として新たに雇用し、更に1944年より45年には、教授職1名の他に4
名の助教授を新たに雇用したの。
　イェテボリィェ商科大学もまた、ストックホルム商科大学と同様に、
上記の注記で提示したような、設立当初のカリキュラムの部分的な改正
を行いながら、次第に体系的な整備と質的・量的な充実・拡大をはかっ
ていった。とはいえその正確な時期も体系化の全貌も定かではない。そ
れにも拘わらず同大学は、1939年より1938年の年次報告書によれば（8）、少
なくてもこの学期には、既に流通経済論と広告技術論という科目を設置
しており、それらの科目をカリキュラム上とりわけ重視し、またかって
は高学年の科目として設置していた企業経済学の演習では、学生達に、
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一般的な産業・企業経済学に関する学習を基礎として、流通経済学の領
域で当時新たに登場しつつあった諸問題に取り組む選択の可能性を賦与
するなど、傾向的にこの種の科目に力点をおいた。更に同大学は、1944
年より1945年の学期には流通経済論と外国貿易を一層重視するようにな
り、その教育期間も3年間に延長した（9）。
　この頃のイェテボリィェ商科大学の商業技術論／企業経済学のカリキ
ュラムをストックホルム商科大学それと比較すると、短期的視点に立っ
た最大の相違は、前者の大学は、経営管理及び人的諸問題に関する教育・
研究を全く欠如していたのに対して、後者の大学は、これらの領域に関
する教育・研究をかなり重視していたことである。とはいえ幾年か後に
はこのような相違も消失した。即ちイェテボリィェ商科大学も、演習に
関する関する6つの科目の中に人的管理及び商業教育（personalad－
ministration　och　handelsundervisning）という科目を設置したのであっ
た（10）。
　イェテボリィェ商科大学は、その後、第2次世界大戦の終焉後間もな
くカリキュラムの改定に着手し、商業技術論／企業経済学という教育・
研究領域を、会計及び財務（redovisnin　och　finansiering）と流通経済学
（distributionsekonomi）に二分した。前者を担当したのは、同大学に就任
以来依然としてその地位にあったA．ter　Vehn（かれは、この領域を1949
年まで担当）、またこの領域に関連した原価計算及び予算統制の問題を担
当したのは、当時の若手で、費用・収益分析の専門家であった、前述の
A．Danielsson、後者を担当したのは、さしあたり助教授資格によるUlf
af　Trolle（かれは、1952年には流通経済学の教授職に就任）、またこの領
域に関連した管理という科目を担当したのは、Walter　Goldbergであっ
た（11｝。組織論という科目の取扱いは、ストックホルム商科大学のそれに
類似していた。同大学は、更に1963年にこれらの領域の拡大を考慮して、
前者の領域を会計及び原価計算（redovisning　och　kalkylering）、後者の
領域を流通及び管理（distribution　och　administration）という名称に変
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更した。引き続き同大学は、1966年にこれらの領域を各々独立した科目
として設置し、カリキュラム上の体系化を図った（12）。
　同大学の設立以来変更のなかった科目は、国民経済学、経済地理、法
律学であった。同大学が流通経済学の領域において教授職を設置したこ
とは、同大学の「流通経済及び経営経済研究所」（Institutet　f6r　Dis－
tributionsekonomi　och　Administrativ　Forshning：IDAF）の設立（1953）
の引きがねとなった（13）。この研究所の設立に先立って既に1950年には
NilsVasthagenは、その学位論文「管理簿記及び営業簿記における所得
一及び支出概念」（Inkomst－och　utgiftbegreppen　i　f6rvaltningsb6kf6r－
ing　och　affarsbokf6ring）で同大学の博士号を取得し（14＞、その栄えある
未来を約束されていたcf・3）。
cf．3）ここで付言ながら、スウェーデンにおける初期高等商業の教育・研究の台
頭、それを背景とした高等商業の教育・研究の本格的な着手及びその後の同国
におけるこの領域の発展との関連で画期的な意味を持ったストックホルム商
科大学とイェテボリィェ商科大学の設立とその後の動向と関連して、商業技術
論／企業経済学として生成・発展してきた一連の動向に連動した、その他の高
等商業教育・研究機関の一連の動向の一つに簡単に触れておく。
　それは、かの「ストックホルム工科大学」（Kungliga　Tekniska　H6gskolan：
KTH）が着手した教育・研究体制の改変である。同工科大学は、世紀の転換期
に時代の要請に応じて、産業経済（industriell6konomi）1．IHII及び簿記とい
う科目を設置し、工科大学という立場より、いわゆる商業技術論／企業経済学
の問題に取り組んだ。その後同大学は、1931年のカリキュラム改定でこれらの
科目を統廃合した。その結果、新たに設置された科目編成は、産業経済、組織
論、建築組織論（byggnadsorganisation）となり、その担当者としてさしあたり
スウェーデン産業連盟の情報サーヴィス機関であるAB．　Industribyr邑の組織
部長Tarras　Sallforsが、専任講師として就任した。この改革は、同大学が1929
年以後幾度か産業経済及び組織論に関する教授職を設けることを考えてきた
ことに、部分的に応えるものであった。その後1937年及び1938年にスウェーデ
ンの産業界特にその代表である産業連盟と「技術連盟」（Teknologf6rening）と
は、同大学が、この領域について教授職を設置したいという意向を支援し、幾
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度か人選をめぐる折衝の労をとった。それは、De　Geerによれば、1920年代中
葉以後のスウェーデンにおいて進展した合理化運動の下で同大学が切望して
いた専門化への要請が、公的に明確に承認されたことを意味した。この人選を
めぐる多少の曲折の後に、これまでこの科目の担当者であったTarras　Sall－
forsが教授職に就任し、1945年にはR．Kristenssonが、その地位を継承した。
（F6retagsekonominr6tter，　s．23．）因みに言えば、ストックホルム大学やウッ
プサラ大学で商業技術論／企業経済学の本格的な研究・教育が開始するのは、
およそ1960年代後半である。
　ところで1940年代中葉頃のスウェーデンにおける商業技術論／企業経
済学の教育・研究の内容を、およそ35年位前のそれと比較すると、その
間の量的・質的整備は、非常に顕著であった。（例えば幅広い資料収集、
学生用プリントと教科書の整備、各種の研究資料の整備と研究など。）ス
ウェーデンで商業技術論より出発しこれを企業経済学という名にまで高
め、その研究目標と方向性を規定したのは、全体としてのスウェーデン
の経済社会とその下での主要な経済主体としての個々の私的企業が要請
した一連の研究一刊列えば会計と費用分析、産業計画と組織、商品流通の
構造とその費用・収益研究など一の着手・進展の結果であった。スウェ
ーデンの商業技術論／企業経済学は、本稿の第2節でみるように、この
要請に応えて、簿記・会計問題の領域におけるドイツのいわゆる経営経
済学の教育・研究の成果、主としてアメリカ的な科学的管理法と商品流
通に関する手法、危険・不確実性の概念や独占的競争の理論等一連の経
済理論上の研究成果（とりわけG．Myrdalのex・ante－ex　postの概念）
を導入・援用しつつ、理論的な体系化と深化を遂げたのであった。
　世紀の転換期より商業技術論として出発した企業経済学は、当初は、
簿記・会計的な領域の研究を中心に、1920年代には商品流通の研究を中
心に、そしてその過程を経て1940年代中葉には経営管理と人的組織
（administration　och　personalorganisation）問題へと領域の量的拡大と
質的深化を図ってきた。それらは、何れも、全体としてのスウェーデン
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の経済社会とその下での主要な経済主体としての個々の私的企業の必要
性に触発されたものであった。そして企業規模の拡大と巨大化に伴って
より一層重要な問題となったのは、経営管理と人的組織の問題であった。
LOとSAFとが、かの「第1次サルツフェバード労働協定」（det　f6rsta
Saltsj6badenavtalet：1938年12月）を締結したのは、このような状況の
下においてであった㈹。この協定に対する評価は、第2次世界大戦後同
国で展開される経済計画化・賃金一及び労使問題等をめぐる一連の動向
に関する見解の相違によって必ずしも同一ではない。とはいえ少なくて
もそれは、私的企業の経営者と被雇用者との関係についての全く新しい
時代を画するものとなった。この協定は、その後次第に新しい補完的な
契約を付加しつつ、その内容を整備していった。その中でも1946年の「企
業局協定」（F6retagsnamndsavtalet）は、商業技術論／企業経済学の領域
を重視した。その理由は、契約締結のための下準備と契約締結後必要と
なる事後教育（den　efterutbildningsverksamheten）の問題に、同局が関
心を寄せていたからであった。
　スウェーデンの商業技術論／企業経済学において新しい領域となった
経営管理問題の領域は、本稿の第2節でみるように、アメリカから非常
に多大な影響をうけたが、それのみならずイギリスからの影響もうけた。
例えば、非常に少数にせよ、スウェーデンの教育・研究者の幾人かは、
いわゆる西洋諸国の電気設備・装置に関する調査・研究の概説を含んだ
Elton　Mayorの「産業文明の人的諸問題」（The　Human　Problems　of
Industrial　Civilization　，1933）や、　Roethlisberg＆Dicsonの共著「経営
と勤労者」（Managemt　and　the　Worker，1939年）の出版を知り、関心
を抱いていた。とはいえこれらの著作がより一層現実味をもってスウェ
ーデンで注目されるようになるのは、第2次世界大戦末期であった。更
にスウェーデンの商業技術論／企業経済学に関する教育・研究者達は、
H．Fayolとの関係で、アメリカ及びイギリスの軍事産業の人的管理問題
に関する幾つかの新しい報告特にE．Mayor及びHarvard大学のかれ
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の同僚者達のそれ及びイギリスの医学・薬学関連者達の手によるそれに
も注目した。スウェーデンの商業技術論／企業経済学が、国民経済学よ
りもその他の社会科学の影響をうけるようになったのは、1940年代中葉
頃からであった。そしてスウェーデンにおける商業技術論／企業経済学
の各種の領域の教育・研究者や実業界の人々が、経営管理問題に関する
最初の教育・研究及び実際的な調査に着手するのは、1940年代中葉頃か
らであった。例えば、1944年にスウェーデンの最大企業12杜とストック
ホルム商科大学とのユニークな共同研究としての企業管理問題に関する
研究グループ（Studiegruppen　f6r　administrativa　fr邑gor）が形成された
ことやその2年後にGunnar　Heckscherの著作「国家と組織」（Staten
och　organisationen，1946，　Stockholm）及びSune　Carlsonの著作「経
営管理と企業の指導者」（F6retagsledning　och　F6retagsledare）が出版
されたのは、その左証の一つであった（16）。
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